地域公共サービス民間労働者の要求モデル

《2013春闘統一重点課題》

１．解雇・雇い止め阻止、自治体責任による雇用継続・保障の確立

２．賃下げ阻止・定期昇給（相当分）の賃金引き上げ確保と賃金表確立、格差是正分の上積み

３．50歳台後半職員の昇給抑制、昇格見直しは実施しないこと

４．退職手当（金）の見直しについては国と同様の取り扱いを強制しないこと

５．2006年の給与構造改革における現給保障を廃止しないこと

(注)　自治体準拠で、自治体と同様の給与構造改革が行われている公共民間単組の課題。

６．改正パート労働法を活用したパート職員等の均等待遇の実現

７．自治体最低賃金（月額155,000円以上、日額7,750円以上（／20日）、時間給1,000円以上（／155時間））の協約化

８．高年齢者雇用継続制度の協約化

９．労働基準法改正に対応した時間外割増賃金の引き上げ

10．育児・介護休業法改正の一部改正を踏まえた両立支援策等の改善

11．公正労働基準に基づく自治体入札・契約制度と委託費の改善、公契約条例の制定

12．指定管理者制度の改善、新公益法人への早期移行の実現

《2013春闘　雇用主に対する要求》

（基本要求）

１．憲法、労働組合法で保障されている団結権、団体交渉権、労働協約締結権、団体行動権などの労働基本権を侵害する不当労働行為を行わないこと。労働条件の決定・変更にあたっての「事前協議・同意協定」を締結すること。

２．雇用確保に努め、解雇、雇い止めを行わないこと。

３．月例給、一時金について、自治体職員賃金との格差是正を行うこと。

４．賃金表を制定し、定期昇給制度を確立すること。

５．50歳台後半職員の昇給抑制、昇格見直しは実施しないこと

６．退職手当（金）の見直しについては国と同様の取り扱いを強制しないこと。

７．2006年の給与構造改革における現給保障を廃止しないこと。

	　


　現給保障問題について、地方においては引き続き当局から廃止提案が出される可能性がありますが、現給保障の継続を求め、国が2014年3月まで継続することを

	まえた対応を行います。

	　


８．パート労働法、改正労働契約法に基づき、パート職員、有期労働者等の均等待遇、雇用継続をはかること。

	　

	●　2008年４月１日に施行された改正パート労働法にそって、パート労働者の労働条件の改善をはかるため、次の事項を点検し、要求します。

ア　パート職員を雇用する場合は、賃金・労働時間など労働条件を明記した「雇い入れ通知書」を交付すること。また、「昇給・昇格の有無」「退職手当の有無」「賞与の有無」を明示すること。

イ　パート職員を対象とした就業規則を設けること。その際、事業所のパート職員の過半数代表の意見を聴くこと。

ウ　職務の内容、人材活用の仕組みについて、契約期間が実質的に無期限となっているパート職員に対する差別的取り扱いを禁止すること。その他のパートにも均衡処遇をはかること。

エ　正規職員と同様の職務を担っているパート職員に対しては、正規職員と同様の教育訓練を実施すること。

オ　食堂、更衣室、休憩室の福利厚生施設の利用について、正規職員と同様の取り扱いとすること。

カ　パート職員から正規職員への転換を推進するため、次の措置を講ずること。

●　正規職員を募集する場合、その募集内容をすでに雇っているパート職員に周知すること。

●　正規職員のポストを社内公募する場合、すでに雇っているパート職員にも応募する機会を与えること。

●　パート職員が正規職員に転換するための転換制度を導入すること。

キ　改正労働契約法を踏まえ、雇用期間が通算５年に達する前の段階における有期雇用から無期雇用への転換ルールを導入すること。

	　


９．パートを含む職場のすべての労働者に適用される最低賃金（月額155,000円、日額7,750円、時間給1,000円）を確立すること。

10．パート職員の賃金改善のため、正規職員との均等・均衡措置をめざす観点から、「賃金カーブ維持相当分30円/ｈ＋賃金改善分１％」以上の引き上げを実施すること。

11．高年齢者雇用安定法に基づき、定年を60歳以上に延長し、希望者全員の最低65歳までの雇用継続（再雇用）制度を確立すること。

	　


●　賃金引上げ額は、2013連合方針（中小共闘方針）を踏まえ、「賃金カーブ維持相当分30円/ｈ＋賃金改善分１％」以上の確保をはかります。賃金維持相当分30円/ｈは、

	規職員の引き上げ幅・１年１歳間差（月額5,000円）の１時間あたりの金額です。・2012年８月高年齢者雇用安定法が改正され、2013年４月１日に施行されます。高年齢者の就労促進の一環として、継続雇用制度の対象となる高年齢者につき事業主が定める基準に関する規定を削除し、高年齢者の雇用確保措置を充実させる等の改正が行われました。

	　


12．不払い残業を一掃し、恒常的な超過勤務を縮減すること。労働基準法の改正に対応した時間外勤務手当の割増率の引き上げを行うこと。法定休日（日曜または日曜相当日）についても月60時間を超える超過勤務時間の算定の対象とすること。その際、月60時間を超える超過勤務時間の代替休暇制度については導入しないこと。なお、やむをえず導入する場合には、本人の自由選択制を確保すること。

	　

	●　2008年12月労働基準法が改正され、2009年４月より施行され、改正内容は、月45時間を超え60時間までは法定割増率を上回るよう努力義務が課せられ、月60時間を超える超過勤務の割増率については50/100以上とされました。

●　従業員300人以下の中小企業については猶予期間が設けられていますが、国家公務員、地方公務員も、労基法改正を受けて月60時間を超える超過勤務の割増率の引き上げが行われます。公共民間労組においても、労基法改正を踏まえた超過勤務の割増率の引き上げを要求します。

●　また、月60時間を超える超過勤務の割増賃金の支給に代わるものとして、本人同意に基づく代替休暇制度が設けられましたが、時間管理が労使ともに困難であることなどから、代替休暇制度は導入しないことを基本とし、やむをえず導入する場合には本人の自由選択制を確保することが必要です。

	　


13．改正育児・介護休業法の施行（2010年６月）を踏まえ、両立支援策等に関する所要の措置を速やかに行うこと。

	　

	●　３歳未満の子の育児短時間勤務の制度化、所定外労働の免除の義務化、子の看護休暇制度の拡充、父母ともに育児休業を取得する場合の休業可能期間を子が１歳２ヵ月までに延長（休業期間は１年）、出産後８週間以内の父親の育児休業取得の促進、専業主婦（夫）除外規定の廃止、短期の介護休暇制度の創設など。

●　2012年７月に全面施行されたことを踏まえ、すべての事業所での改善を実施すること。

	　


14．自治体事業への入札にあたっては、公正労働基準に基づく積算を行い、ダンピング入札を行わないこと。自治体との契約書に記載された「労働条項」（労働基準法をはじめ労働諸法遵守、自治体最低賃金、雇用引き継ぎなど）を遵守すること。

15．指定管理者の応募にあたって、2010年12月28日総務省通知も踏まえ、①公的責任を果たせる人材の配置、②人件費の減額を招かないこと、③非正規職員への置き換えが進まないこと、④労働諸法の履行の条件があること、⑤長期的な視点での企画・立案ができることなどを前提に、事業計画などについて労使協議を行うこと。また、雇用保障協定を締結すること。

16．公益法人改革への対応については、すみやかに新公益法人への移行をめざすこと。このための労使協議の場を設けること。

　公益法人改革をめざさない場合は、自治体の設置者責任において、雇用を継続し、労働条件の改悪等しないこと。

	　

	●　公益法人改革関連３法が施行され、従来の財団や社団は、2013年11月末までに、公益社団・財団法人または、一般財団・社団法人に移行します。

●　公益認定をとらない場合、公益財産の支出が求められるだけでなく、公益法人としてのステイタスを失うことになり、同種の事業を展開しようとする他の事業者（ＮＰＯ法人や民間企業など）とまったく対等な競争を強いられる可能性が強くなります。

●　また、これまで受けてきた自治体からの強力な支援も受けにくくなることが想定されます。

	　


　

（一般要求）

【賃金・諸手当】

17．月例給について、自治体の水準を最低とし、維持、改善すること。

18．一時金について、自治体の水準を最低とし、必要な支給月数を確保すること。

19．退職金の改善をはかること。中小企業退職金共済を活用すること。

20．2009年に改定された介護報酬の増加分を反映させること。

21．介護職員処遇改善加算を申請し、介護職員の処遇改善に反映させること

【パート労働関係】

22．パート職員（名称に関わらず短時間の労働者）の雇用保障に関わる協定を締結し、更新拒否の雇い止めをしないこと。

23．パート職員の賃金・労働条件について、常勤労働者との均等待遇とすること（通勤手当などの諸手当含む）。賃金については常勤労働者との労働時間に比例したものとし、最低時給は970円以上とすること。

24．パート職員の忌引休暇､病気休暇､健康診断について､2009年人事院報告・人事院規則改正を踏まえ、国の非常勤職員の適用要件・水準を最低とし、常勤労働者との均等待遇をはかること。

25．改正育児・介護休業法の全面施行（2012年７月）を踏まえ、パート職員に育児休業・介護休業制度を適用すること。

【人員・休暇・労働時間】

26．人員を確保し、休暇交替要員を確保すること。

27．賃下げなしの完全週休２日制、週38時間45分以下、年間1800時間労働を達成すること。

28．年次有給休暇を初年度20日とし、夏季休暇、年末年始休暇、産前産後休暇、育児休業（休暇）、介護休暇、ボランティア休暇制度を確立すること。

【労安・権利・男女平等】

29．安全衛生委員会の設置、健康診断の実施、労災上積み補償（死亡時3,000万円）を確立すること。

30．組合事務所・掲示板を認めること。組合活動のための有給休暇制度を確立すること。

31．地域公共サービスの向上に資する職員研修および人権研修を有給で実施すること。

32．ハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、啓発活動や問題解決のための具体的実施計画を定めること。男女間の賃金格差を解消し、職場での男女平等参画を実現すること。

33．次世代育成支援対策法に基づき、一般事業主行動計画の策定・見直しを行うこと。

34．以上の要求について、労使で合意したときは、労働協約として締結すること。

《2013春闘　自治体に対する要求》（自治体単組、公共民間労組共通）

（基本要求）

　公共サービス基本法10条・11条に基づき、自治体の責務を果たすために以下の要求をします。

１．雇用安定をはかるため、指定管理者の選定、公社・事業団などの統廃合、競争入札などによる委託企業の変更の場合でも、これまで従事してきた労働者の「雇用保障」や「優先雇用」の協定を関係団体、労組間で締結すること。さらに、公共サービスの維持・発展をはかるために、雇用の引き継ぎとともに、賃金、労働条件、勤続年数、労働協約、労働慣行の継続をはかること。

２．安さを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札にむけ、公正労働、リビングウェイジ（生活できる最低賃金）、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画などを総合評価する公契約基本条例を制定すること。

３．事業者の入札参加や指定管理者への公募にあたっては、労働基準法、労働組合法、労働安全衛生法、パート労働法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、雇用保険法、社会保険法などの法令遵守を参加条件とすること。とくに、労働基準法等違反企業や不当労働行為企業を契約から排除すること。

４．指定管理者の指定にあたっては、施設の特性に応じて、長期間の指定も可能とすること。また、これまでの指定管理者の事業実績に十分留意し、特定の団体を特命指定することが可能であることとすること。

５．入札や指定管理者の人件費積算にあたっては、公正労働基準を確立するため、ＩＬＯ94号条約（公契約における労働条項）の趣旨を活かし、これまで従事していた職員や同一地域の同様な職種の平均賃金を下回らない積算をし、標準人件費に基づく職種別賃金単価表を整備すること。

　また、労務提供型請負（業務委託）の入札・落札においても公正労働基準に基づく「最低制限価格制度」「低入札価格調査制度」を導入すること。

６．仕様書や委託先企業との契約書において、労働諸法（指針を含む）を遵守する旨の公正労働条項を設けること。また、一方的な仕様書の変更など自治体の優越的地位を濫用しないこと。

７．公益法人改革への対応については、地域住民への影響や当該法人の職員の雇用などを考慮して、すみやかに新公益法人への移行をはかること。

　公益法人認定をめざさない場合は、設置者である自治体の責任において、雇用を継続し、労働条件の改悪等しないこと

（一般要求）

８．公社・事業団、社協、民間委託企業など主として自治体の補助金、委託費などに依存する事業所の労働者に適用される自治体最低賃金（月額149,800円以上＜国公行(一)１級13号俸相当額＞、日額7,490円以上、時間給970円以上）を確立すること。最低制限価格制度を活用して委託費において自治体最低賃金を最低保障するとともに、仕様書、委託契約において明記し、履行を確保すること。

９．総合評価方式を活かし、ダンピングを防ぐとともに、技術、経験、公正労働基準、リビングウェイジ、雇用引き継ぎ、障害者雇用、男女平等参画などが委託契約に反映されるようにすること。業務の継続性をはかるために、随意契約についても活用すること。

10．委託担当、委託先への出向・派遣職員に対して、労働諸法などの研修を実施し、遵守するよう指導すること。また、ハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

11．委託企業従業員に対して、地域公共サービスを向上し、業務遂行のための職員研修、安全衛生研修、および人権研修を有給で実施すること。また、職場の安全衛生活動の充実と体制の強化をはかること。

12．自治体設置の公社、事業団などにおける不払い残業をなくす予算措置を講じること。

13．介護保険による指定事業所において、労働基準法、労働安全衛生法、パート労働法などの違反がないように、労働基準監督署、労政事務所などと共同で、周知徹底、改善指導、違反摘発を行うこと。また、介護労働者が安心して働き続けられるよう保険者として環境整備をはかること。

14．委託企業従業員にも、自治体福利厚生制度が利用できるようにすること。
